　 小泉首相をはじめ政府閣僚の靖国神社参拝の中止を求める意見書（案）
　小泉首相は４月２２日の「アジア・アフリカ首脳会議」で、１０年前の戦争終結５０周年にあたって発表された「村山見解」と同様に、「植民地支配と侵略」が日本の誤った「国策」であったことを認め、「アジア諸国の人々」に「多大の損害と苦痛」を与えたことについて、「反省」の意思を表明しました。

　ところが、自らの行動はそれとは逆の方向を向いています。靖国神社への参拝中止を言明しないどころか、国内外の批判にたいして開き直りの言動すら見せています。

　靖国神社は一般的な戦没者追悼施設ではありません。戦前・戦中は、軍管理の宗教施設として、国民を戦争に駆り立て、戦後も、戦争中と同様に「英霊の顕彰」をおこない、侵略戦争を正しい戦争だったと宣伝しています。 

　神社自身が発行するリーフレットでは「アジア民族の独立が現実になったのは、大東亜戦争緒戦の日本軍の輝かしい勝利の後であった」と、太平洋戦争をアジア解放の戦争であったかのように描いています。侵略戦争を起こした罪で処刑されたＡ級戦犯も「ぬれぎぬを着せられた『昭和受難者』」だと説明し、靖国神社後援の映画「私たちは忘れない」では、その「不当性を暴き…『戦犯』の無念をふりかえる」としています。こういう実態は、靖国神社が「日本の戦争は正しかった」という立場を日本国民に吹き込むという、特定の政治目的をもった運動体であることを示しています。

　靖国神社に首相が参拝することは、侵略戦争への反省と両立しません。戦没者への追悼という気持ちを「日本の戦争は正しかった」という立場に結びつけることになります。国内だけではなく、日本の侵略で犠牲を強いられた諸国から、抗議、批判の声があがるのは当然です。

　いくら「植民地支配と侵略」への反省の言葉を繰り返しても、首相自身が、戦争犯罪の存在そのものを否定する行動をとったのでは、その言葉は実のない空文句といわざるをえません。首相や政府閣僚の行動で、近隣諸国との友好という日本の国益をくつがえすことは許されません。

　よって目黒区議会は、小泉首相をはじめ政府全閣僚の靖国神社参拝の中止を求めます。

　以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　      　　　　目黒区議会議長　　宮沢　信男
  内閣総理大臣ほか全閣僚、衆議院議長、参議院議長　あて
地球的規模の米軍再編のもとでの在日米軍基地強化・固定化に反対する意見書（案）
　ブッシュ米政権は、イラク戦争に象徴される先制攻撃に世界どこへでも迅速に乗り出そうと、米軍の「変革」（トランスフォーメーション）と同盟国を巻き込んだ地球的規模での態勢再編をすすめています。

　在日米軍の再編問題をめぐり､日米両政府は今年２月の日米安全保障協議委員会(２プラス２)で､「テロ」「大量破壊兵器」への対抗を日米の「世界における戦略目標」として確認しました。米軍の先制攻撃の戦争に日本が参戦していく態勢を整え、「日米同盟」を世界規模に広げようとするものです。そのために、米軍と自衛隊の基地の共同使用を広げ、演習や運用をいっそう一体化しようとしています。

　加えて重大なのは、陸海空軍・海兵隊そろっての「殴り込み」機能＝地球規模での展開能力・機動性を高めることと、それを統括する司令部機能を強めることがねらわれていることです。米陸軍第一軍団司令部（米ワシントン州）が緊急展開部隊を指揮・統制し、新戦闘指令部として神奈川県にあるキャンプ座間への移転が協議されているのは、その象徴的な内容です。

　戦後６０年間、日本国民は、「米軍基地国家」からの解放を願ってきました。基地の移転などをめぐり、自治体ぐるみで大きな反対運動が起きています。米軍の態勢再編で、在日米軍基地が強化・固定化されることは容認できません。日本国民の声を聞くべきです。

　よって目黒区議会は、政府及び国会が、アメリカいいなりではなく、主権国家の代表としてアメリカ政府と交渉し、基地の強化・固定化ではなく、基地撤去を求めることを強く要求します。

　以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　      　　　　目黒区議会議長　　宮沢　信男
  内閣総理大臣、外務大臣、防衛庁長官、

　衆議院議長、参議院議長　あて

　乳幼児医療費助成制度の所得制限を撤廃し、対象を小学生以上に拡大することを求める意見書（案）

  都内各地の自治体で、「次世代育成支援行動計画」を作成するためのニーズ調査がおこなわれ、その結果が公表されています。その調査結果をみると、行政の子育て支援への要望として最も多いのは、「子育て費用の助成」「経済的支援」となっています。子どもが病気にかかったとき、医療費の心配なく病院にいける条件をつくってほしいというのは、子育て世帯の切実な願いです。

　この住民の願いに応えて、乳幼児医療費助成制度の拡充がすすみ、２３区では、今年の１月１日から、すべての区で就学前の乳幼児の医療費助成制度における所得制限がなくなりました。２３区のなかには、中学３年生や小学６年生までの医療費の完全無料化を実施する自治体も増加し、目黒区でも、０６年１月から小学生の入院費助成を実施します。

　東京都の乳幼児医療費助成制度は、対象は就学前までとなっていますが、すべての年齢児に所得制限がかかっています。所得制限を東京都が撤廃すれば、２３区も独自に所得制限をなくすことに使っている財源を小学生以上の医療費助成の拡大に充当できるようになります。また、東京都の財政力からいって、都の助成制度の対象を小学生以上に拡大することも不可能な話ではありません。

　よって目黒区議会は、東京都が、乳幼児医療費助成制度の所得制限を撤廃し、対象を小学生以上に拡大することを求めます。

　以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　      　　　　目黒区議会議長　　宮沢　信男
  東京都知事　あて

　シルバーパス利用者の急激な負担増を抑制する対策の実施を求める意見書（案）

　今年から住民税の老年者控除が廃止され、公的年金等控除も縮小されました。これにより、収入は変わらないのに住民税が非課税から新たに課税となる人が、東京の高齢者の約１割、２０万人に及ぶといわれています。

　住民税の税額や課税か非課税かは、介護保険料、国民健康保険料、都営住宅家賃など各種施策の所得制限や負担額の基準となっているため、多くの分野に影響が広がろうとしています。

とりわけ、シルバーパス利用者の費用負担の急激な増加が深刻な問題となります。住民税が非課税から課税となることで、費用負担は１０００円から一気に２０５１０円にはねあがってしまいます。このままだと、７０歳以上の高齢者のうち７万７千人がこの大幅負担増に直面することになります。さらに、法改定にもとづく高齢者の住民税非課税措置の段階的廃止が来年度から実施されると、その影響はいっそう大きなものとなります。

　現在でも２０５１０円の負担は重すぎるとの声がシルバーパス利用者から多数だされています。そのことは、高額パスの利用が伸びていないことにもあらわれています。最近の都議会でも、都の福祉保健局長が税制改定によりシルバーパス利用者に影響が及ぶことを認め、「慎重に対処する」と答弁を行っています。

　したがって目黒区議会は、東京都がシルバーパス利用者の急激な負担増を抑制するため、所得に応じて３０００円から１万円までの段階的費用負担区分を設けることや、分割払いを導入することなどの対策を実施するよう求めます。

　以上、地方自治法第９９条の規定に基づき意見書を提出します。

目黒区議会議長　　宮沢　信男
　東京都　知事　あて

都区財政調整主要５課題の早期解決に向けて、地方自治法の規定にもとづく誠意ある協議を求める意見書（案）

　目黒区議会は、昨年の第４回定例会で、「都区財政調整主要５課題の早期解決に関する決議」を議決し、都が行う大都市事務・財源の明示による都区間役割分担の明確化等を東京都に強く求めました。ところが、その後の都区協議はこう着状況が続いています。

　協議が進展しない要因は、都がこの間の都区制度改革の経緯や改正された地方自治法の精神を逸脱した議論を持ち込んでいることにあります。主要５課題のなかでも基本となるべき課題は、特別区の区域における都区の役割分担と、それにもとづく事務および財源配分の明確化です。

　この点で、地方自治法の規定は明確です。同法は、特別区を基礎的自治体と位置付けるとともに、特別区の区域における都と区の役割分担の原則を定め、都は、特別区の区域において、市町村事務のうち、「行政の一体性及び統一性の確保の観点から、……都が一体的に処理することが必要であると認められる事務」のみを処理し、それ以外の事務は特別区が処理すること、そして、この原則にもとづく事務配分に応じて調整三税を配分すべきことを規定しています。

　したがって、都が都区協議で行うべきことは、都が特別区の区域で一体的に処理することが必要と認められる市町村事務を厳密に峻別し、その所要財源を明示することです。

　ところが都は、この法の求める観点からの真摯な検討をせず、議論をすり替え、大都市・東京の膨大な行政を都と区がどう担うのかといった「大都市行政」論を強引に持ち込み、協議を難航させています。明白な府県事務である政令指定都市の事務まで市町村事務と主張するに至っては驚くばかりです。

　さらに先の都議会での石原知事の答弁は、主要５課題に係る質問に対し、都区協議で焦点となっている問題にはまともに答えず、もっぱら特別区の再編に言及するというものでした。主要５課題を平成１７年度までに解決することを確認した当事者として、まことに遺憾と言わざるをえません。

　よって目黒区議会は、東京都に対し、いたずらに議論を混迷させるような対応を行うことなく、地方自治法の規定と都区制度改革の理念にもとづき、誠意をもって都区協議に臨むことを強く求めます。

　以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　      　　　　目黒区議会議長　　宮沢　信男
  東京都知事　あて

